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☆☆☆解答に当たっての注意事項☆☆☆

・ 試験問題については、特に指示のない限り、平成２３年１０月１日現在

施行の法令等に基づいて解答してください。

・ 次の各問について答えを１つ選び、その番号を解答用紙にマークしてくだ

さい。
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問題　１

　世代別の資金運用等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．入社３年目のＡさん（２５歳）は、独身で日々の生活資金には余裕があり、他の世代よりも比較的

リスク許容度も高いため、資産運用として、株式投資信託の毎月定額投資を始めた。

２．結婚３年目で第一子が誕生した会社員のＢさん（３１歳）は、子どもの将来の教育資金づくりとし

て、保険料が毎月定額払いのこども保険に加入した。

３．子どもが就職をしたため生活資金に余裕ができた自営業のＣさん（５０歳）は、老後資金準備のた

め、預金の一部で個人年金保険に加入した。

４．会社を定年退職したＤさん（６２歳）は、唯一の収入源である公的年金だけでは生活資金が不足す

ることから、安定的な余裕資金を確実につくるため、退職金全額を上場株式に投資した。

問題　２

　一般的なライフプランニングの手法、プロセスに関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．キャッシュフロー表の作成において用いられる可処分所得は、一般に、年間の収入金額から社会保

険料、所得税、住民税および生命保険料を控除した金額である。

２．キャッシュフロー表で金額が変動する可能性のある収入および支出項目は、合理的と思われる範囲

で各項目に係る変動率（物価変動率等）を設定することも必要である。

３．個人のバランスシートを作成する際には、１年以内に支払いが発生する家賃や教育費等の支出見込

額は、負債に計上しなくてはならない。

４．個人のバランスシートを作成する際には、株式等の金融資産や土地等の不動産は、作成時の時価で

はなく取得価格で計上しなくてはならない。

問題　３

　労働者災害補償保険（以下「労災保険」という）に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれ

か。

１．事業主が法人か個人かを問わず、原則として、１人以上の労働者を使用する事業は労災保険の適用

事業となる。

２．労災保険は、業務災害だけでなく、通勤災害についても保険給付を行う。

３．労災保険の保険料は、事業主が全額を負担するが、労災保険率は業種にかかわらず、一定率である。

４．労災保険の適用労働者には、適用事業に使用されるアルバイトやパートタイマーも含まれる。
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問題　４

　国民年金に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．第２号被保険者の被扶養配偶者である１９歳の専業主婦は、第３号被保険者である。

２．学生を除く３０歳未満の第１号被保険者は、同居している親の所得が一定額以上ある場合は他の要

件にかかわらず、若年者納付猶予制度の適用を受けることができない。

３．免除された国民年金の保険料は、５年を超えると追納することができない。

４．被用者年金制度の被保険者ではない６０歳以上の者は、所定の要件を満たせば、一定の期間、国民

年金に任意加入することができる。

問題　５

　在職老齢年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．７０歳未満の者に対する在職老齢年金を計算するときの総報酬月額相当額は、標準報酬月額に過去

１年間の標準賞与額の総額を１２で除して得た額を加えた金額である。

２．６５歳未満の者に対する在職老齢年金を計算するときの基本月額は、定額部分の受給の有無にかか

わらず、報酬比例部分相当の金額のみを１２で除して得た金額である。

３．６５歳未満の厚生年金保険の被保険者に支給される老齢厚生年金は、総報酬月額相当額と基本月額

の合計額が２８万円以下の場合、在職支給停止の仕組みは適用されない。

４．６５歳以上７０歳未満の厚生年金保険の被保険者に支給される老齢厚生年金は、総報酬月額相当額

と基本月額の合計額が４６万円以下の場合、在職支給停止の仕組みは適用されない。

問題　６

　国民年金の第１号被保険者が死亡した場合の国民年金からの遺族給付に関する次の記述のうち、最も

不適切なものはどれか。なお、遺族には国民年金法の障害等級に該当する障害の状態にある者はいない

ものとする。

１．被保険者の死亡当時、被保険者に１８歳到達年度末日までの間にある子がいない場合、他の要件に

かかわらず、遺族に遺族基礎年金は支給されない。

２．死亡した被保険者が生前において障害基礎年金の支給を受けたことがある場合、他の要件にかかわ

らず、遺族に死亡一時金は支給されない。

３．寡婦年金と死亡一時金は、受給要件をいずれも満たしている場合は、併給される。

４．寡婦年金の受給権者が老齢基礎年金の繰上げ支給の請求をした場合、寡婦年金の受給権は消滅する。
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問題　７

　確定拠出年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．国民年金の第３号被保険者は、個人型年金加入者になることはできない。

２．企業型年金の加入者が、６０歳到達前に確定給付型の企業年金制度のみを実施する企業へ転職した

場合、個人別管理資産は企業年金連合会に移換される。

３．個人型年金加入者が国民年金の第１号被保険者である場合、掛金の拠出は、原則として国民年金の

保険料の納付が行われた月についてのみ行うことができる。

４．６０歳未満で確定拠出年金の通算加入者等期間が１０年に到達した者は、原則として、６０歳から

老齢給付金を受給できる。

問題　８

　中小企業退職金共済制度、小規模企業共済制度および国民年金基金制度についてまとめた下表の空欄

（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。

項目 中小企業退職金共済 小規模企業共済 国民年金基金

加入対象者 中小企業の従業員 小規模企業の（　イ　） 国民年金の第１号被保険者

掛金の税法上

の取扱い
全額損金または必要経費 全額所得控除 全額（　ウ　）

掛金の負担者 （　ア　） 加入者本人 加入者本人

１．（ア）加入者本人　（イ）従業員　　　　　　　　　　　　（ウ）必要経費

２．（ア）事業主　　　（イ）従業員　　　　　　　　　　　　（ウ）所得控除

３．（ア）事業主　　　（イ）事業主、役員および共同経営者　（ウ）所得控除

４．（ア）加入者本人　（イ）事業主、役員および共同経営者　（ウ）必要経費

問題　９

　一般的な全期間固定金利型住宅ローンの返済方式ならびに繰上げ返済に関する次の記述のうち、最も

不適切なものはどれか。

１．借入金額や返済期間等の他の条件が同一であれば、元利均等返済方式は、元金均等返済方式よりも、

返済初回の元金部分の返済額が少ない。

２．借入金額や返済期間等の他の条件が同一であれば、元利均等返済方式は、元金均等返済方式よりも、

利息の支払総額が多い。

３．繰上げ返済を行う場合、繰上げ返済額が一定額であれば、繰上げ実行時期が早ければ早いほど、利

息の軽減効果が大きい。

４．一部繰上げ返済を行う場合、繰上げ返済額等の他の条件が同一であれば、返済期間を変えずに各回

の返済額を少なくする返済額軽減型は、各回の返済額は変えずに返済期間を短縮する返済期間短縮

型よりも、利息の軽減効果が大きい。
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問題　１０

　企業の資金調達に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．資金調達の方法には、金融機関等からの借入れ等によって資金を調達する間接金融と、株式の発行

等によって投資家等から資金を調達する直接金融がある。

２．金融機関等からの資金調達には、手形貸付、証書貸付および当座貸越などの手段がある。

３．「少人数私募債」は、親族、知人、取引先などの縁故者（５０人未満）を対象として、企業が社債

を発行して資金調達する方法である。

４．金融機関からの借入れによる資金調達は、キャッシュフロー計算書のうち、「投資活動によるキャ

ッシュフロー」に反映される。

問題　１１

　保険契約者保護制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．破綻した保険会社の保険契約に対し、更生計画（または保険契約移転計画）により早期解約控除制

度が導入される可能性がある。

２．保険会社が破綻し救済保険会社が保険契約等を引き継ぐ場合、生命保険契約者保護機構および損害

保険契約者保護機構は、その救済保険会社に対して資金援助等を行う。

３．少額短期保険業者が引き受ける保険契約は、被保険者の死亡を保険金の支払い事由とするものであ

っても、生命保険契約者保護機構による補償の対象外である。

４．契約者が法人である自動車保険契約は、損害保険契約者保護機構による補償の対象外である。

問題　１２

　死亡保障を目的とする一般的な生命保険商品に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．逓減定期保険は、保険期間の経過とともに保険料が逓減する。

２．有期払込みの終身保険は、保険料の払込み終了後も死亡保障が一生涯続く。

３．養老保険の保険料は、死亡保険金額や保険期間等の他の条件が同一であれば、定期保険の保険料よ

りも高い。

４．変額保険（終身型）は、契約時に定めた保険金額（基本保険金額）が保証されている。
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問題　１３

　こども保険（学資保険を含む）の一般的な商品性に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．契約者は、被保険者となる子を扶養している父母のいずれかに限られる。

２．保険期間内に契約者が死亡した場合、子が死亡給付金を受け取ることができる。

３．保険期間内に契約者が死亡・高度障害となった場合、その後の保険料払込みは免除される。

４．契約者（＝保険料負担者）が受け取る祝金は、非課税所得である。

問題　１４

　平成２２年度に改正が行われ平成２４年分以降の所得税において適用される生命保険料控除制度に

関する次の記述の空欄（ア）、（イ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。

改正により、これまでの一般の生命保険料控除と個人年金保険料控除に加えて、新たに（　ア　）

が設けられた。また、所得税の生命保険料控除制度における各保険料控除額の合計の上限は、１０

万円から（　イ　）に変更された。

平成２３年１２月３１日以前に締結した生命保険契約については、平成２４年１月１日以降に契約

転換や特約の中途付加を行わない限り、平成２４年以降も従来の生命保険料控除制度が適用される。

１．（ア）介護医療保険料控除　　（イ）１２万円

２．（ア）介護医療保険料控除　　（イ）１５万円

３．（ア）医療保険料控除　　　　（イ）１２万円

４．（ア）医療保険料控除　　　　（イ）１５万円
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問題　１５

　下記の生命保険を契約していたＡさんが、平成２３年１０月に死亡した。契約者をＢさん（Ａさんの

妻）に、死亡保険金受取人をＣさん（Ａさんの子）に、それぞれ変更した場合、Ａさんの相続に係る相

続税の課税価格に算入される保険契約の権利の価額として、正しいものはどれか。

保険種類　　　　　　：一時払終身保険

契約者・保険料負担者：Ａさん（Ａさんの死亡後、Ｂさんに変更）

被保険者　　　　　　：Ｂさん

死亡保険金受取人　　：Ａさん（Ａさんの死亡後、Ｃさんに変更）

死亡保険金　　　　　：１,０００万円

払込保険料相当額　　：　 ８５０万円※

解約返戻金相当額　　：　 ９００万円※

※払込保険料相当額と解約返戻金相当額のいずれも、相続開始時の金額である。

１．　　　　　 ０円

２．　　 ８５０万円

３．　　 ９００万円

４．　１,０００万円

問題　１６

　地震保険に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．地震保険では、地震を原因とする火災によって、居住用建物が受けた損害は補償対象となるが、収

容家財（生活用動産）が受けた損害は補償対象とはならない。

２．地震保険では、店舗併用住宅を保険の対象とすることができる。

３．保険期間１０年の火災保険の契約と同時に地震保険を付帯して契約する場合、その地震保険の保険

期間も１０年としなければならない。

４．地震保険は、保険会社が独自に保険料率を設定しているため、建物の構造および所在地、補償内容

が同一であっても、保険会社により保険料が異なる。



－8－

問題　１７

　傷害保険に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、特約等は付加されていないも

のとする。

１．ファミリー交通傷害保険では、海外旅行中の交通事故によるケガも補償の対象となる。

２．海外旅行（傷害）保険では、海外旅行の行程中であれば自宅から空港に向かう間の国内で起きた事

故によるケガも補償の対象となる。

３．普通傷害保険では、地震を原因とするケガも補償の対象となる。

４．家族傷害保険では、本人（保険証券の本人欄に記載のある者）と同居中の父がケガをした場合、そ

の父が契約時点では本人と別居していたとしても、そのケガは補償の対象となる。

問題　１８

　法人が契約者（＝保険料負担者）の損害保険の経理処理に関する次の記述のうち、最も不適切なもの

はどれか。ただし、保険料は当該事業年度相当分を期中に支払ったものとする。

１．法人がすべての役員・従業員を被保険者、法人を保険金受取人とする普通傷害保険を契約した場合、

支払った保険料の全額を役員・従業員に対する給与として損金に算入する。

２．法人が法人所有の業務用自動車が事故で全損したことにより受け取った車両保険金で新たに車両を

取得した場合、一定の要件に基づき圧縮記帳の適用が認められる。

３．法人が積立火災保険の満期返戻金と契約者配当金を受け取った場合、受け取った全額を益金に算入

し、資産計上していた積立保険料の累計額は損金に算入する。

４．法人が所有している建物を保険の対象として施設賠償責任保険を契約した場合、支払った保険料の

全額を損金に算入する。

問題　１９

　医療保険（ガン保険を除く）の一般的な商品性に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

なお、特約等は付加されていないものとする。

１．医療保険においては、加入後３ヵ月（あるいは９０日）以内にガンと診断され、入院した場合は、

保障の対象外となる。

２．更新型の医療保険は、告知により健康上問題がないと確認された場合に限り契約を更新することが

できる。

３．終身医療保険の疾病入院給付金は、１入院当たりの支払日数に上限はあるが、通算の支払日数には

上限がない。

４．退院後に入院給付金を受け取ったが、同じ病気により、退院日翌日から２００日目に入院した場合、

１入院当たりの入院給付金支払日数は、前回の入院日数とは合算されない。
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問題　２０

　有料老人ホームにおけるリスク管理について、老人ホームの事業者へのファイナンシャル・プランナ

ーの提案に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．老人ホームの介護職員が、業務上災害にあった場合の備えとして、労働災害総合保険を提案した。

２．台風による洪水で施設建物が損害を被ることへの備えとして、店舗総合保険を提案した。

３．老人ホームの施設内で調理し、入所者に提供した食事が原因で食中毒が発生した場合の備えとして、

生産物賠償責任保険を提案した。

４．老人ホームの介護職員が、入所者のリハビリテーション中に誤って入所者を転倒させてケガを負わ

せた場合の備えとして、請負業者賠償責任保険を提案した。

問題　２１

　マーケットの一般的な変動要因に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、各選択

肢に示した以外の条件は変わらないものとする。

１．日本の投資家によるＡ国通貨建て金融商品への投資の増加は、円とＡ国通貨の為替相場において、

円安要因となる。

２．Ａ国の利上げによる日本とＡ国の金利差の拡大は、円とＡ国通貨の為替相場において、円高要因と

なる。

３．日本の株式市場にとって、国内金利の上昇は株価の下落要因となり、国内金利の低下は株価の上昇

要因となる。

４．日本銀行が実施する指数連動型上場投資信託（ＥＴＦ）の買入れは、日本の株式市場にとって、株

価の上昇要因となる。

問題　２２

　各金融機関が取り扱う金融商品に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．年１％（税引前）の金利が適用される３ヵ月物定期預金に１００万円を預け入れると、満期時に受

け取る利息の額は８,０００円（税引後）となる。

２．ゆうちょ銀行の定期貯金を中途解約する場合に適用される預入期間内払戻利率は、預入日における

通常貯金利率を下回る。

３．スーパー定期預金には、一般に単利型と半年複利型があるが、個人が利用できるのは、預入期間に

かかわらず単利型のみである。

４．決済用預金は、無利息・要求払い・決済サービスを提供できることの３要件を満たす預金であり、

預入額にかかわらず、全額が預金保険制度により保護される。
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問題　２３

　株式投資信託の運用スタイルおよび運用手法に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．パッシブ運用は、ベンチマークの動きと連動することにより、ベンチマークと同等の運用成績を目

標にする運用スタイルである。

２．アクティブ運用は、ベンチマークを上回る運用成績を目標にする運用スタイルである。

３．バリュー投資は、ＰＥＲやＰＢＲなどの指標から、企業価値が株式市場で高く評価され、適正価格

を上回る株価を維持していると判断した銘柄を選定し投資する手法である。

４．グロース投資は、売上高や利益の伸び率などから、今後高い成長が期待できると判断した銘柄を選

定し投資する手法である。

問題　２４

　一般的な債券投資に伴うリスクや留意点に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．固定利付債の価格は、市場金利が上昇すると下落し、市場金利が低下すると上昇する。

２．投資している債券が、償還期日よりも前に償還された場合、運用機会の喪失を招くことがある。

３．発行体が同一の債券は、発行時期や利率などにかかわらず、常に同一の格付けが付される。

４．発行体の経営不安などにより、債券の利払いや償還金の支払いが遅延する懸念が高まった場合、そ

の債券の価格は下落する。
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問題　２５

　債券の利回り（単利）計算に関する次の記述の空欄（ア）～（エ）にあてはまる計算式として、誤っ

ているものはどれか。

表面利率１.０％、償還期間１０年の固定利付債が９９円８７銭で発行された。この債券の応募者

利回りは（　ア　）、直接利回りは（　イ　）となる。また、この債券を発行時に購入して、３年

後に１０２円で売却した場合の所有期間利回りは（　ウ　）となる。一方、この債券を発行から３

年後に１０２円で購入した場合の最終利回りは（　エ　）となる。

１．（ア）応募者利回り（％）＝

１.０＋
 １００－９９.８７ 

１０

     ９９.８７     
×１００

２．（イ）直接利回り（％）＝
１.０

 ９９.８７ 
×１００

３．（ウ）所有期間利回り（％）＝

１.０＋
 １０２－９９.８７ 

３

     ９９.８７     
×１００

４．（エ）最終利回り（％）＝

１.０＋
 １００－１０２ 

７

     １００     
×１００

問題　２６

　株式の信用取引に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる数字および語句の組み合わせと

して、最も適切なものはどれか。

株式の信用取引は、投資家が証券会社等から金銭や株式等を借りて株式等を売買する取引であるが、

投資家は証券会社等に一定の委託保証金を担保として差し入れる必要がある。例えば、委託保証金

率が３０％である信用取引において３００万円の売買取引（新規建て）を行うためには、最低でも

（　ア　）万円の委託保証金が必要となる。

信用取引には制度信用取引と一般信用取引の２種類があり、そのうち制度信用取引については、証

券取引所の規則により弁済期限が定められており、新規建て日から（　イ　）の応当日から起算し

て４営業日までに弁済しなければならない。信用取引の弁済方法には、反対売買と（　ウ　）があ

る。

１．（ア）１,０００　（イ）６ヵ月目　（ウ）権利放棄

２．（ア）　　 ９０　（イ）６ヵ月目　（ウ）現引き・現渡し

３．（ア）１,０００　（イ）　１年目　（ウ）現引き・現渡し

４．（ア）　　 ９０　（イ）　１年目　（ウ）権利放棄
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問題　２７

　下記＜Ａ社のデータ＞に基づき算出されるＡ社株式のＰＥＲ（株価収益率）および配当利回りの組み

合わせとして、正しいものはどれか。

＜Ａ社のデータ＞

株価 ２,４００円

当期純利益 ８,０００百万円

年配当金 ３,０００百万円

自己資本 ８０,０００百万円

発行済株式数 ５０百万株

１．ＰＥＲ＝　１.５倍、配当利回り＝３.７５％

２．ＰＥＲ＝　１.５倍、配当利回り＝２.５０％

３．ＰＥＲ＝１５.０倍、配当利回り＝２.５０％

４．ＰＥＲ＝１５.０倍、配当利回り＝３.７５％

問題　２８

　居住者である個人が国内の金融機関等で行う外貨建て金融商品等の取引に関する次の記述のうち、最

も不適切なものはどれか。

１．外貨建てＭＭＦのみを取引する場合、一般に、投資家は外国証券取引口座管理料を負担する必要は

ない。

２．国内の証券会社に預託した外貨建てＭＭＦは、投資者保護基金の補償対象となる。

３．為替予約のない外貨定期預金を満期時に円貨で払い出した結果生じた為替差益は、雑所得として総

合課税の対象となる。

４．米ドル建て債券を保有していた場合、米ドルと円の為替レートが円高方向に変動すると、当該債券

投資に係る円換算の投資利回りは上昇する。

問題　２９

　投資の手法や考え方等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．運用資産が不動産などの換金性が低いものに偏っている場合、その一部を預金等の換金性が高いも

のに移し変えれば、保有資産の流動性を高めることができる。

２．保有株式の銘柄が輸出型企業に偏っている場合、その一部を輸入型企業の銘柄に移し変えれば、為

替相場の変動がもたらす株式投資に係る不確実性を緩和する効果が期待できる。

３．同じ格付けの債券であっても、複数銘柄に分けて投資することで、単一銘柄への集中投資よりも債

券のデフォルトリスクを軽減する効果が期待できる。

４．ドルコスト平均法では、１回の投資につき、投資対象資産の単価が高くなれば高くなるほど、その

資産を多く購入できる。
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問題　３０

　Ａさん（居住者）は、平成２３年中に、Ｘ投資信託（国内公募追加型株式投資信託）から＜資料＞の

とおり収益分配金の支払いを受けた。この収益分配金に係る課税関係等に関する次の記述のうち、最も

不適切なものはどれか。

＜資料＞

収益分配金の金額　　　　　　　　　　　　：　１,５００円

収益分配金落ち前のＡさんの個別元本の金額：１０,０００円

収益分配金落ち前の基準価額　　　　　　　：１１,０００円

※いずれの金額も、１万口当たりのものである。

１．Ａさんが受け取った収益分配金のうち普通分配金の金額は、１万口当たり１,０００円である。

２．収益分配金落ち後のＡさんの個別元本の金額（１万口当たり）は、１０,０００円である。

３．Ｘ投資信託の収益分配金落ち後の基準価額（１万口当たり）は、９,５００円である。

４．普通分配金に対して所得税が源泉徴収されるが、Ａさんは当該普通分配金に係る所得税の課税方法

として、申告分離課税を選択することができる。

問題　３１

　所得税の原則的な仕組みに関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．所得税は、原則として、個人が１月１日から１２月３１日までの期間に得た所得に対して課税され

る。

２．所得税は、所得を発生形態別に１０種類に区分して計算する。

３．所得税は、所得の性質や社会政策上の観点から、課税対象とするには不適当と認められる所得につ

いては非課税所得としている。

４．所得税は、納税者の申告により、税務署（長）が所得や納付すべき税額を決定する賦課課税方式を

採用している。
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問題　３２

　Ａさん（居住者）の平成２３年分の所得が下記のとおりであった場合の総所得金額として、最も適切

なものはどれか。なお、記載のない事項については考慮しないものとする。

給与所得の金額　　　　　　　　：１０,５００千円

不動産所得の金額　　　　　　　：　　 ５００千円

株式の譲渡による譲渡所得の金額：　２,０００千円

１．　１０,５００千円

２．　１１,０００千円

３．　１２,５００千円

４．　１３,０００千円

問題　３３

　所得税における各種所得の金額の原則的な計算方法に関する次の記述のうち、最も不適切なものはど

れか。

１．給与所得の金額の計算方法は、「収入金額－給与所得控除額」である。

２．退職所得の金額の計算方法は、「（収入金額－退職所得控除額）×１／２」である。

３．一時所得の金額の計算方法は、「（総収入金額－その収入を得るために支出した金額の合計額－特別

控除額）×１／２」である。

４．雑所得（公的年金等を除く）の金額の計算方法は、「総収入金額－必要経費」である。

問題　３４

　所得税における損益通算に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．一時所得の金額の計算上生じた損失の金額は、他の各種所得の金額と損益通算をすることができな

い。

２．不動産所得の金額の計算上生じた損失のうち、不動産所得を生ずべき建物の取得に要した負債の利

子の額に相当する部分の金額は、他の各種所得の金額と損益通算をすることができない。

３．上場株式の譲渡により生じた損失の金額は、総合課税を選択した上場株式等の配当所得の金額と損

益通算をすることができない。

４．賃貸用の土地建物の譲渡により生じた損失の金額は、給与所得の金額と損益通算をすることができ

ない。
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問題　３５

　平成２３年１２月末日におけるＡさん（居住者）の家族構成と各人の収入等は下記のとおりである。

Ａさんの平成２３年分の所得税の計算における所得控除に関する次の記述のうち、最も不適切なものは

どれか。なお、記載のない事項については考慮しないものとする。

Ａさん：４８歳、会社員（平成２３年の合計所得金額は６,０００千円）

Ｂさん：４７歳、Ａさんの配偶者、パート勤務（平成２３年の合計所得金額は２８０千円）

Ｃさん：２０歳、Ａさんの長男、大学生（収入なし）

Ｄさん：１５歳、Ａさんの長女、中学３年生（収入なし）

※Ｂさん、Ｃさん、Ｄさんは、平成２３年１２月末日において、いずれもＡさんと生計を一にして

いる。

１．基礎控除の控除額は、３８０千円である。

２．扶養控除の控除額は、７６０千円である。

３．配偶者控除の控除額は、３８０千円である。

４．配偶者特別控除の適用はない。

問題　３６

　所得税における住宅借入金等特別控除の要件に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．家屋を取得した日から６ヵ月以内に居住の用に供し、原則として、適用を受けようとする各年の

１２月３１日まで引き続き居住していなければならない。

２．取得する家屋の床面積は、５０ｍ2以上でなければならない。

３．適用を受けようとする年分の合計所得金額は、３０,０００千円以下でなければならない。

４．取得する家屋の床面積のうち、３分の２以上に相当する部分が、専ら自己の居住の用に供されてい

なければならない。

問題　３７

　所得税の納付に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、災害等のやむを得ない事

由は生じていないものとする。

１．確定している前年分の所得金額や税額などを基に計算した金額（予定納税基準額）が一定額以上で

ある場合には、原則として、その年分の所得税の一部をあらかじめ国に納付しなければならない。

２．確定申告により納付すべき所得税の納付期限は、原則として、所得の生じた年の翌年の３月１５日

である。

３．確定申告により納付すべき所得税は、所定の手続きをした場合、預貯金口座のある金融機関に委託

する振替納税の方法によって納付することができる。

４．確定申告により納付すべき税額の３分の１以上の額を納付期限までに納付した場合には、その残額

について所定の期日まで納付を延期することができる。
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問題　３８

　内国法人の法人税における損金の取扱いに関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、

法人の株主はすべて個人で、法人の事業年度は一年間であるものとする。

１．資本金の額が１億円以下の法人が支出した一事業年度の交際費等の金額が６００万円以下であった

場合、その金額のうち２０％相当額は損金不算入となる。

２．法人が負担すべき固定資産税を支出した場合、その支出額は損金の額に算入されるが、法人税およ

び住民税は損金の額に算入されない。

３．取得価額１０万円未満の減価償却資産を取得し事業の用に供した場合、損金経理をしたときは、取

得価額の全額を事業の用に供した日の属する事業年度の損金の額に算入する。

４．法人が損金経理により繰り入れた貸倒引当金は、青色申告法人であるか否かにかかわらず、繰入限

度額に達するまでの金額が損金の額に算入される。

問題　３９

　消費税に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．消費税は、納税義務者と税金の負担者が異なる間接税である。

２．新たに設立された法人は、資本金の額にかかわらず、設立後１期目および２期目の事業年度は、免

税事業者となることができる。

３．基準期間の課税売上高が５０,０００千円以下の事業者は、簡易課税制度の適用を受ける旨の届出

を適正に行っている場合、課税期間について簡易課税制度が適用される。

４．課税期間の短縮を行っていない個人事業者が行う消費税の確定申告に係る申告期限は、翌年の３月

３１日である。

問題　４０

　決算書と法人税申告書に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．損益計算書や貸借対照表は、会計帳簿の記録に基づいて作成される。

２．貸借対照表は、期末時点の資産、負債および資本が記載され、期末時点の財政状態を示す。

３．損益計算書は、一会計期間に属するすべての収益および費用が記載され、その会計期間の経営成績

を示す。

４．法人税申告書では、確定した損益計算書の当期純利益の金額を課税所得金額として法人税の金額を

計算する。
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問題　４１

　不動産の価格に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．公示価格は、毎年１月１日を価格判定の基準日としている。

２．都道府県地価調査の基準地の標準価格は、毎年７月１日を価格判定の基準日としている。

３．相続税路線価は、公示価格の７０％を価格水準としている。

４．固定資産税評価額は、原則として、３年ごとの基準年度において評価替えが行われる。

問題　４２

　宅地建物取引業法における宅地または建物の取引に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．宅地または建物の売主が宅地建物取引業者で、買主が宅地建物取引業者でない場合、売主は、売買

代金の２割を超える額の手付金を受領することはできない。

２．宅地建物取引業者が、宅地または建物の売主と一般媒介契約を締結する際に、３ヵ月を超える有効

期間を定めた場合には、有効期間は３ヵ月とされる。

３．宅地建物取引業者が自ら売主となる宅地または建物の売買において、買主が売主の事務所等で買受

けの申込みをし、事務所等以外の場所において売買契約を締結した場合、買主はクーリングオフに

よる契約の解除をすることができる。

４．宅地建物取引業者による宅地または建物の賃貸借の媒介において、宅地建物取引業者が、貸主およ

び借主の双方から受け取ることができる報酬の合計額の上限は、借賃の２ヵ月分に相当する額であ

る。

問題　４３

　民法に基づく不動産の売買契約上の留意点に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。な

お、特約については考慮しないものとする。

１．売買契約において解約手付を交付した買主は、自らが契約の履行に着手していない限り、手付放棄

による契約の解除をすることができる。

２．売買の目的物である建物が、売買契約締結後引渡しまでの間に、売主の責に帰すことができない事

由によって滅失した場合には、売主は買主に対して、売買代金の全額を請求することができる。

３．売買の目的物である建物が、売買契約締結後引渡しまでの間に、売主の責に帰すべき事由によって

滅失した場合には、買主は売主に対して、契約の解除および損害賠償の請求をすることができる。

４．売買の目的物に隠れた瑕疵があり、買主がその事実を知らず、かつ、契約の目的を達することができ

ない場合は、買主はその事実を知ったときから１年以内であれば、契約の解除をすることができる。
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問題　４４

　借地借家法の規定に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、本問における普通借地

権は、定期借地権等以外の借地権をいう。

１．普通借地権の設定契約において、存続期間を１０年と定めた場合には、その期間は１０年となる。

２．普通借地権の設定契約は、公正証書等の書面によって行わなければならない。

３．普通借地権の存続期間が満了する場合において、借地権者が借地権設定者（地主）に契約の更新を

請求したときは、建物が存在しなくても、従前の契約と同一条件で契約を更新したものとみなす。

４．普通借地権の存続期間が満了し、契約の更新がない場合、借地権者は借地権設定者（地主）に対し、

借地上の建物を時価で買い取るよう請求することができる。

問題　４５

　借地借家法の建物の賃貸借に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、本問におい

ては、借地借家法における定期建物賃貸借契約を定期借家契約、それ以外を普通借家契約という。

１．期間の定めのない普通借家契約において、賃貸人が解約の申入れをするためには正当事由が必要で

ある。

２．普通借家契約において、賃借人は建物に賃借権の登記がなくても、建物の引渡しがあれば、その後

にその建物を取得した者に対して建物の賃借権を対抗することができる。

３．法令または契約により一定期間経過後に取り壊すことが明らかな建物の普通借家契約において、当

該建物を取り壊すときには賃貸借が終了する旨の特約をした場合、その特約は無効である。

４．定期借家契約において、賃借人が賃貸人の同意を得て設置した造作について、契約終了の際に賃貸

人に対してその買取りを請求しない旨の特約をした場合、その特約は有効である。

問題　４６

　都市計画区域および準都市計画区域内における建築基準法上の規制に関する次の記述のうち、最も適

切なものはどれか。

１．建築物の敷地が接する道の幅員が４ｍ未満であっても、特定行政庁が指定したものは、建築基準法

上の道路とみなされる。

２．建築物の敷地が幅員１２ｍ未満の道路に接する場合、その敷地に建築する建築物の容積率の上限は、

都市計画の定めにかかわらず、前面道路の幅員に一定の数値を乗じて得た率となる。

３．自らが居住する戸建住宅は、すべての用途地域において建築が可能である。

４．防火地域内に耐火建築物を建築する場合、建ぺい率と容積率の双方の制限について緩和を受けるこ

とができる。
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問題　４７

　不動産の取得等に係る税金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．売買により土地を取得して所有権移転登記を受ける場合の登録免許税の課税標準は、実際の取引価

格である。

２．不動産の譲渡に関する契約書に、印紙を貼付していなくても、当該契約書の効力に影響はない。

３．不動産取得税は、原則として、不動産を取得した者に対して当該不動産所在の都道府県が課税する。

４．相続により不動産を取得した場合、不動産取得税は課されない。

問題　４８

　不動産に係る固定資産税および都市計画税に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１
 

．平成２４年３月３１日までに所定の要件に該当する新築住宅を取得した場合、床面積２４０ｍ2まで

の部分に相当する固定資産税の税額が、一定期間にわたり２分の１に減額される。

２
 

．住宅用地で、その面積が住居一戸当たり２００ｍ2以下のものの課税標準は、固定資産税の課税標準

となるべき価格の１０分の１の額となる。

３．都市計画税は、原則として、市街化区域内に所在する土地および家屋の所有者に対して課される。

４．都市計画税の税率について、市町村は、条例により標準税率である０.３％を超える税率を定める

ことができる。

問題　４９

　居住用財産を譲渡した場合の３,０００万円の特別控除（以下「３,０００万円特別控除」という）と、

居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例（以下「軽減税率の特例」という）に関する次

の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．３,０００万円特別控除は、譲渡した年の１月１日において、譲渡した居住用財産の所有期間が５

年を超えていなければ、適用を受けることができない。

２．３,０００万円特別控除は、居住用財産を居住の用に供さなくなった日から３年を経過する日の属す

る年の１２月３１日までに譲渡しなければ、適用を受けることができない。

３．軽減税率の特例は、譲渡した年の１月１日において、譲渡した居住用財産の所有期間が１０年を超

えていなければ、適用を受けることができない。

４．３,０００万円特別控除と軽減税率の特例は、それぞれの適用要件を満たしている場合は、重複し

て適用を受けることができる。
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問題　５０

　Ａさんは、所有する土地の有効活用として、自己建設方式で賃貸マンションを建築することを検討し

ていたが、ファイナンシャル・プランナーのＢさんに相談したところ、他の３つの方式も検討してはど

うかとアドバイスされた。Ｂさんによる次の説明の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせ

として、最も適切なものはどれか。

（　ア　）方式は、Ａさんが土地の所有権を一切手放すことなく建物を取得し、事業推進をデベロ

ッパー等の専門業者に任せられますが、自己建設方式と同様に、建物の建設資金はＡさんが負担す

ることになります。

（　イ　）方式は、事業推進をデベロッパー等の専門業者に任せられ、通常は、Ａさんが建物の建

設資金を負担する必要がありませんが、Ａさんは土地の所有権の一部を手放すことになり、建物の

全部を取得することもできません。

（　ウ　）方式は、基本的に建物の建設資金の負担や事業推進の煩わしさがなく、Ａさんは土地の

所有権を保持したまま、比較的安定的な収入を一定期間得られる方式ですが、収入金額は概して多

くありません。

１．（ア）事業受託　　（イ）定期借地権　（ウ）等価交換

２．（ア）定期借地権　（イ）事業受託　　（ウ）等価交換

３．（ア）等価交換　　（イ）事業受託　　（ウ）定期借地権

４．（ア）事業受託　　（イ）等価交換　　（ウ）定期借地権

問題　５１

　贈与に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．死因贈与とは、贈与者の単独の意思表示に基づき、贈与者の死亡により効力を生じる贈与をいう。

２．定期贈与とは、贈与者から受贈者に対する定期の給付を目的とする贈与をいう。

３．負担付贈与では、受贈者が負担すべき債務を履行しない場合でも、贈与者は負担付贈与契約の解除

をすることができない。

４．贈与した財産に瑕疵があった場合、贈与者は、これを知らなかったとしてもその瑕疵に対する責任

を負う。
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問題　５２

　民法における親族の規定に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．親族とは、６親等内の血族、配偶者、および３親等内の姻族をいう。

２．養子縁組（特別養子縁組ではない）が成立した場合、養子と実方の父母との親族関係は終了する。

３．夫婦に未成年の子がいる場合において、夫婦が協議離婚をするときは、夫婦のどちらを親権者にす

るかを決めなければならない。

４．直系血族および兄弟姉妹は、互いに扶養する義務があり、さらに家庭裁判所は、特別の事情がある

ときは、３親等内の親族間においても扶養の義務を負わせることができる。

問題　５３

　贈与税の納税義務者等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、贈与者は、贈与

時に日本国内に住所を有する個人であるものとする。

１．贈与税の納税義務者は、自然人たる個人に限られるため、法人が個人とみなされて贈与税の納税義

務者となることはない。

２．受贈時に日本国内の住所と日本国籍を有している個人の受贈者は、受贈した財産が国内財産か国外

財産かを問わず、原則として、贈与税の納税義務がある。

３．受贈時に日本国内の住所を有しないが日本国籍を有している個人の受贈者は、受贈した財産が国内

財産か国外財産かを問わず、原則として、贈与税の納税義務がある。

４．受贈時に日本国内の住所も日本国籍も有していない個人の受贈者は、原則として、受贈した国内財

産については贈与税の納税義務はあるが、受贈した国外財産については贈与税の納税義務はない。

問題　５４

　民法で規定する相続分に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．遺言による相続分の指定がない場合、特別な事情がない限り、民法上の法定相続分どおりに遺産の

分割をしなければならない。

２．父母の一方のみを同じくする兄弟姉妹の法定相続分は、父母の双方を同じくする兄弟姉妹の法定相

続分の２分の１である。

３．共同相続人に特別受益者がいる場合、特別受益額を被相続人の遺産の額から控除して各共同相続人

の相続分を算出する。

４．共同相続人に寄与分権利者がいる場合、寄与分を被相続人の遺産の額から控除せずに各共同相続人

の相続分を算出する。
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問題　５５

　相続税の課税財産等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．被相続人が死亡した時点で特許権を有していた場合、その特許権は相続税の課税財産となる。

２．相続人が、被相続人の葬儀において受け取った香典のうち、社会通念上相当の金額を超える部分の

金額は、相続税の課税財産となる。

３．相続人が、相続または遺贈により取得した財産のうち、相続税の申告期限までに国に寄附（贈与）

したものは、一定の場合を除き、相続税の非課税財産である。

４．相続または遺贈による財産の取得がない者が、被相続人から相続開始前３年以内に贈与により取得

した財産の価額は、相続時精算課税を選択した場合を除き、相続税の課税価格に加算されない。

問題　５６

　相続税の財産評価に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．定期預金の価額は、課税時期における預入残高で評価する。

２．個人向け国債の価額は、額面金額で評価する。

３．取引相場のあるゴルフ会員権の価額は、課税時期における通常の取引価額の８０％に相当する金額

で評価する。

４．金融商品取引所に上場されている証券投資信託の受益証券の価額は、上場株式の評価に準じて評価

する。

問題　５７

　取引相場のない株式の相続税評価に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．類似業種比準価額の比準要素は、１株当たりの配当金額、年利益金額および簿価純資産価額である。

２．同族会社の株式を同族株主以外の株主が相続により取得した場合、その取得した株式の価額は、原

則として配当還元方式により評価する。

３．土地保有特定会社または株式保有特定会社の株式を同族株主が相続により取得した場合、その取得

した株式の価額は、原則として純資産価額方式により評価する。

４．土地保有特定会社とは、その会社の純資産における土地保有割合が５０％以上である会社をいう。



－23－ ２級 学科試験(2012.1.22)

問題　５８

　宅地および宅地の上に存する権利等（定期借地権等を除く）の相続税評価に関する次の記述のうち、

最も適切なものはどれか。なお、評価の対象となる宅地は、借地権の取引慣行のある地域にあるものと

する。

１．借地権の価額は、「自用地価額×（１－借地権割合）」の算式で計算した金額により評価する。

２．貸家建付地の価額は、「自用地価額×借地権割合×（１－借家権割合×賃貸割合）」の算式で計算し

た金額により評価する。

３．使用貸借契約に基づき親の所有する土地の上に子が所有する貸家が建てられている場合、その土地

の評価額は自用地価額となる。

４．借地権割合については、国税局長が借地権の残存期間に応じた一定割合を定めている。

問題　５９

　中小企業のオーナー経営者の事業承継対策の流れに関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはま

る語句の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。

ステップ１：オーナー経営者の相続が開始した場合の自社株の評価額および（　ア　）を試算する。

資産額と（　ア　）の把握により、対策の必要性、緊急性を認識する。

ステップ２：自社株の評価額が高額の場合、その原因を分析し、評価の引下げ対策を行う。

ステップ３：自社株を（　イ　）へ移転させる方法を検討する。同族会社の場合は、（　イ　）に

会社の支配権を確保させることが特に重要である。

ステップ４：納税資金確保の方法を検討する。中長期にわたって準備期間があるときは、後継者の

（　ウ　）を増やす方法も有効である。

１．（ア）相続税額　（イ）非同族株主　（ウ）債務

２．（ア）相続税額　（イ）後継者　　　（ウ）所得

３．（ア）所得税額　（イ）非同族株主　（ウ）所得

４．（ア）所得税額　（イ）後継者　　　（ウ）債務
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問題　６０

　企業のオーナー経営者または役員に係る相続税の納税資金対策等としての退職金ならびに生命保険

の活用に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．契約者（＝保険料負担者）および保険金受取人を法人、被保険者をその法人の役員とする生命保険

に加入すると、法人はその死亡保険金を役員死亡退職金の財源とすることができる。

２．契約者（＝保険料負担者）および被保険者をオーナー経営者、保険金受取人を会社の後継者とする

生命保険に加入することにより、後継者が事業用資産を相続により取得し代償分割をする場合、後

継者はその死亡保険金を代償交付金の原資とすることができる。

３．相続財産とみなされる役員死亡退職金は、その役員に支給されるべきであった退職金で、その役員

の死亡後３年以内に支給が確定したものであるが、実際にその退職金が支給される時期は問わない。

４．役員の業務上の死亡により相続人が受ける弔慰金等については、その全額が役員死亡退職金として

相続税の課税価格に算入される。


